学校給食に関わる制度政策要求について

【要求の趣旨】

　学校給食における食中毒の事故が全国的に発生しているなか、2011年３月から７月にかけて北海道が実施した道内の学校給食施設の立入調査(道内552施設を対象)では、およそ97％の535施設において「施設設備や安全管理体制について改善すべき状態」と指摘を受けています。しかも指摘内容について調理従事職員に周知されていないなど、旧態依然とした危険な状態で学校給食が作られている実態が明らかとなっており、施設整備の改善や衛生管理体制の整備、徹底が早急に求められています。

　一方、偏った食事の摂取が生活習慣病等を増加させるとして2005年に食育基本法が制定、2011年には「第２次食育推進基本計画」が策定され、専門調理師等についても重要な担い手として有効活用をしていくことが盛り込まれていますが、各自治体の取り組みは停滞しており、地域の子どもや住民の食と健康は放置されている状況にあります。

　食育基本法の制定を受け内閣府が策定した食育推進基本計画では、全ての自治体で食育推進計画を作成することとされておりますが、2012年３月現在の調査では道内179自治体のうち34自治体、全体の19％の作成にとどまっています。また、作成をしている自治体の多くも実効性に乏しく、本来の目的である住民の「食」の改善や「食」を通じた「文化」「暮らし」といったものへの理解が進んだとは到底いえる状況にはありません。

　地域の次代を担う子どもにとって欠かすことのできない安全な学校給食の確保と、地域住民の健康の改善にむけた自治体の重要な役割について、下記の項目に対する回答を求めます。

【要求項目】

１．文部科学省の衛生管理基準に沿った食中毒予防対策研修会が全道の学校給食関係者を対象として開催されていることから、調理業務に係わる全ての職員等（委託先労働者含む）を対象とした研修を行こと。また、立入調査で指摘された改善事項については改善状況を確認するとともに、未実施事項についてはすみやかに改善をはかること

２．食育推進計画の進捗状況を明らかにすること。また、国の「第２次食育推進基本計画」に基づき、栄養職員とともに専門調理師や調理師等を食育関係事業の重要な担い手として位置づけ、専門調理師資格などを有する給食調理員や自治体職員を活用した食育推進を具体的に進めること

３．学校休業期間中の施設の有効活用についてはメンテナンス業務に限らず、食育の推進とあわせて、休業中の施設を活用した講習会の開催など調理従事職員や調理施設の有効活用を進めること
学校用務員に関わる制度政策要求について

【要求の趣旨】

　学校はいじめや不登校などの教育的関わりをはじめ、不審者侵入対策、通学路の安全確保、シックスクール症対策など、学校運営上の安全管理、更には、災害時などの緊急時における基幹避難所としての役割など、児童生徒だけでなく地域とも密接な関わりを持っています。

　学校用務員の職務内容の根拠は学校教育法施行規則第49条「学校用務員は学校の環境整備その他用務に従事する」とあり、「環境整備」と「管理運営」を柱に職務を遂行することを共通認識として確認してきました。今では学校は児童生徒にとって、安全で安心して生活（教育）できる場であるための学校環境の整備はもちろんのこと、「地域に開かれた学校」づくりを促進するなど、多様化する社会変化に応じた業務が必要とされており、学校現場を熟知している学校用務員の有効活用が求められています。また、学校が地域の避難所としての役割を担う以上、防犯・防災の観点から、地域にとっても安全で安心できる学校環境の整備が必要とされています。子供たちのための教育環境づくりと地域に結びついた学校の役割を形成するため、下記の事項への積極的な対応がされるよう要求します。

【要求項目】

１．学校設備の老朽化により危険箇所における事故が起きていることから早急に調査の上、必要な予算措置を講じ、施設設備の改善をはかること

２．学校における防犯対策を強化するため、玄関のオートロック化など、施設設備改善を進めるとともに学校用務員について危機管理体制の一員としての役割分担や連絡体制を確立すること

３．環境教育の一環として、児童・生徒が直接関わることができる学校内での、ゴミの減量、資源循環を積極的に進めるとともに、実施にあたっては学校用務員を有効に活用すること

４．災害時の避難所として機能が求められる校舎に防災備蓄などの施設設備を充実させるとともに、現場を熟知する学校用務員の防災体制の位置づけの確立と避難所運営に必要な実務研修制度を充実させること
環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について

【要求の趣旨】

　近年、天然資源の枯渇や地球温暖化等の環境問題への社会的要請が高まる中、各自治体では、2013年に改正予定の容器包装リサイクル法や家電リサイクル法をはじめとした各種リサイクル法への対応、廃棄物処理施設の整備並びに最終処分場の確保など解決すべき課題が山積しています。さらに、３Ｒ（リユース・リデュース・リサイクル）の一層の推進に向けて分別収集区分の見直しなどの様々な施策展開を求められていますが、依然として厳しい自治体の財政状況の中ではその対応に苦慮しているところです。

　住民が安全に生活できる環境の保全や資源循環型の社会形成を行っていくために、廃棄物行政は自治体固有の責務であるという位置付けを踏まえた公共サービスの質的充実をはからなければなりません。また、東日本大震災を教訓として、災害時における廃棄物処理の対応や対策等を具体化していく必要があります。

　つきましては、資源循環・環境保全の社会形成と災害時における廃棄物処理のあり方について、下記の事項への積極的な対応がなされますよう要求します。

　

【要求項目】

１．自治体財政に影響を与える廃棄物処理施設の延命化事業や交付対象とならない廃棄物施設関連の事業、廃止した焼却炉の解体費などに対する財政措置の拡充を国や道に対して強く要望すること

２．リサイクル関連法の円滑な運用による資源循環型社会の実現に向け、国や道にさらなる財政措置を求めること

３．アスベストや産業廃棄物、家電などの一般家庭廃棄物の不法投棄対策として独自の監視機関を設置するなどの対策を強化することともにすでに投棄されたものに関しては適正な公的関与を行うこと

４．直営、委託を問わず、作業者には作業マニュアルの徹底による安全管理やダイオキシンのばく露対策を徹底するなどの健康管理に努めること

５．廃棄物行政の質的向上をはかるために職員の研修を拡充するとともに、循環型社会形成に向けて児童などに対しての環境教育を推進すること

６．各法改正に伴う分別収集区分の見直しに対し、行政責任による住民への指導・啓発を強化するとともに、その体制を確立すること

７．環境維持事業の早急な復旧・復興の観点から災害廃棄物の処理について、広域的な連携を構築するために関係団体などとの調整をはかること
水道・下水道に関する制度政策要求書

【要求の趣旨】

　東日本大震災の経験から、災害対策への取り組みが重要度を増し、さらには今後の施設の更新や維持管理に莫大な費用がかかる中で耐震化対策が喫緊の課題になっています。また40年ぶりに行われている公営企業会計制度の見直しは、平成26年度の予算決算からの実施が示されており、各自治体での作業がピークを迎えます。この制度変更により今まで以上に議会や住民に対する財政状況の説明責任が重要になってきています。

　安心・安全・安定の地方公営事業を構築していくためにも、必要な予算を確保し、ライフラインを守る公営企業労働者の生活と権利を守る必要があります。

　公務公共サービス内容の質的充実をはかるべく、下記の事項への積極的な対応がされるよう要請いたします。

　
【要求項目】

１．人員削減を目的とした安易な委託拡大は行わず、直営を堅持すること。また、現状の委託について検証を行い、必要な改善と委託範囲や内容についての見直しを行うこと。

２．災害に対応しうる組織体制を構築し、被害を想定した訓練を実施すること。さらに他自治体からの応援・支援体制についても、組織形態や指揮命令機能系統などを確立すること。

３．技術系職員の採用を行い、技術の継承のための水道・下水道職員の人材確保と人材育成を行うこと。

４．総務省が進める「公営企業会計制度の見直し」に関して、制度変更の進捗状況と今後の課題について明らかにすること。

５．公共水域の水質保全を図るため、廃棄物等不法投棄を防止する環境監視パトロールを創設すること

６．近年頻発するゲリラ豪雨や風水害に対応できる雨水対策の強化を行うこと。
